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はじめにはじめにはじめにはじめに    

本市では、本市のめざす環境像を「山、川、海、人が共生する元気なまち津」とし、

持続可能な循環型社会の構築に向け、各家庭などから排出される一般廃棄物について

は、可能な限り３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を推進している。その中

で、なお排出された一般廃棄物については、本市が設置する一般廃棄物処理施設にお

いて資源化、焼却（熱回収を含む）、埋立の方法により適正かつ安定的に処理を行い、

生活環境の保全及び公衆衛生の向上に努めている。  

  このような中、現在の最終処分場である白銀環境清掃センター埋立処分場の使用期

限が迫ることから、これに代わる新たな最終処分場を整備し、もって、本市の一体的

なごみ処理の適正化を図ることとしている。 

  津市新最終処分場等施設建設工事（以下「本工事」という。）は、平成２８年４月

から供用開始を予定する本市のリサイクルセンターから出る不燃残さを適正に処分

するための一般廃棄物処分場を建設するものであり、周辺の環境や防災面にも配慮し

た『安全・安心、かつ、地域や自然と調和した一般廃棄物最終処分場』施設として、

本工事設計図書に基づき施工するものである。 

  本実施方針は、本工事の請負者を技術提案及び入札価格の総合的な評価によって決

定する総合評価一般競争入札（以下「本件入札」という。）により募集及び選定する

に当たり、基本的な方針を示すものである。 

  なお、本実施方針に示す各事項は、現段階での方向性を示すものであり、今後、内

容に変更が生じる場合がある。 

 

１１１１    全体事業の概要全体事業の概要全体事業の概要全体事業の概要 

 ⑴ 建 設 場 所 津市美杉町下之川地内 

⑵ 施設の種類 一般廃棄物最終処分場（クローズドシステム処分場） 

⑶ 埋立廃棄物 リサイクルセンターから出る不燃残さ 

⑷ 全 体 面 積 約４０ｈａ（うち造成区域面積 約８．９ｈａ） 

 ⑸ 埋 立 容 量 約１８万ｍ3 

 ⑹ 埋 立 面 積 約１．２ｈａ 

 ⑺ 埋 立 期 間 １５年 

※ 埋立容量約１８万ｍ3のうち第１期として埋立容量約９万ｍ3を建設し、平成２８

年４月からの供用を計画する。なお、第１期に引き続き第２期の建設を予定する。 

 

２２２２    本工事の概要本工事の概要本工事の概要本工事の概要    

 ⑴ 工事件名 津市新最終処分場等施設建設工事 

 ⑵ 施設内容 貯留構造物（埋立容量約９万ｍ3、鉄筋コンクリート、遮水シート）、

被覆施設、進入道路、仮設道路、防災調整池 
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⑶ 工 事 費 約３８億円 

⑷ 工  期 契約締結の日から９７０日間 

 ⑸ 工事内容 

    造成工           掘削工３５１,７５０ｍ3、盛土工２３３,２１０ｍ3 

現場打躯体工    コンクリート打設３０,０００ｍ3 

遮水工          遮水シート１７,５５８ｍ2 

防災調整池工    一式 

仮設道路工     一式 

進入道路工     一式 

被覆施設工     一式 

建築機械設備工   一式 

    建築電気設備工   一式 

※ 平成２８年４月からの供用を計画する埋立容量９万ｍ3の最終処分場施設のうち、

前処理・浸出水処理施設及び管理棟の建設工事は、別途発注を予定する。 

 

３３３３    本工事に係る契約締結までのスケジュール（予定）本工事に係る契約締結までのスケジュール（予定）本工事に係る契約締結までのスケジュール（予定）本工事に係る契約締結までのスケジュール（予定）    

入札公告（入札説明書等の配付） 平成２５年３月上旬 

入札参加資格審査申請書類、評価項目算定資料届

出書の提出期限 

平成２５年３月下旬 

入札参加資格審査結果の通知 平成２５年４月上旬 

落札者の決定 平成２５年５月中旬 

請負仮契約の締結 平成２５年５月中旬 

請負契約の締結 平成２５年６月下旬 

 

４４４４    入札参加資格（予定）入札参加資格（予定）入札参加資格（予定）入札参加資格（予定）    

  本件入札は、特定建設工事共同企業体による入札とするので、本件入札に係る入札

参加資格審査申請書の提出日から請負契約の締結日までの間において、特定建設工事

共同企業体の構成員全員が次に掲げる条件をすべて満たし、かつ本件入札の参加資格

の認定を受けた特定建設工事共同企業体とする。 

 ⑴ 特定建設工事共同企業体の構成員共通の資格要件 

  ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ない者 

  イ 津市建設工事等条件付一般競争入札実施要領（平成１８年１月１日施行。以下

「要領」という。）第４条第１項に掲げる要件を備えている者 

  ウ 要領第４条第２項各号の一に該当しない者 
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  エ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立て、会

社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、破産法

（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立て、会社法（平成１７

年法律第８６号）に基づく清算の開始又は会社法の施行に伴う関係法律の整備等

に関する法律（平成１７年法律第８７号）第６４条の規定による改正前の商法（

明治３２年法律第４８号）に基づく整理開始の申立て若しくは通告がなされてい

ない者であること。 

ただし、民事再生法に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法に基づく更

生手続開始の申立てがなされた者であって、手続開始決定の日を基準日とする経

営事項審査（その日以後迎えた決算日を基準日とする経営事項審査を受けている

場合にあっては、当該経営事項審査）の結果に基づき、建設工事について入札参

加資格を認められ、かつ、再生計画又は更生計画が認可された者を除く。 

  オ 本工事に係る設計業務等の受託者又は受託者と資本若しくは人事面において

関連がある者でないこと（「資本面において関連のある者」とは、当該企業の発

行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し又はその出資の総額１００

分の５０を超える出資をしている者をいい、「人事面において関連がある者」と

は，当該企業の代表権を有する役員を兼ねている者をいう。）。 

なお、本工事に係る設計業務等に関与した者は次のとおりである。 

   (ｱ) 「津市新最終処分場等施設整備実施設計業務委託」に関与した者 

     八千代エンジニヤリング株式会社 

   (ｲ) 「津市新最終処分場等施設整備基本設計業務委託」に関与した者 

     株式会社日建技術コンサルタント 

   (ｳ) 技術提案の審査に関与した者 

     津市新最終処分場等施設建設工事技術審査委員会委員 

 ⑵ 特定建設工事共同企業体の構成に関する事項 

   特定建設工事共同企業体の結成に当たっては、次に掲げる要件をすべて満たして

いること。 

  ア 構成員の数は４者とし、代表構成員、第２構成員、第３構成員及び第４構成員

においては、各１者の組み合わせで自主結成すること。 

  イ 運営形態は、すべての構成員が一体となって工事を施工する共同施工方式であ

ること。 

  ウ 構成員の出資比率の最小限度基準は、１５％以上であること。 

  エ 構成員は、本工事について他の特定建設工事共同企業体の構成員でないこと。 

  オ 共同企業体の構成員間で、取締役が兼任されているなど、実質的に経営が同一

でないこと。 

  カ 構成員の変更は、原則として認めない。ただし、やむを得ない事情が生じた場
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合は、津市と協議を行うこと。 

 ⑶ 特定建設工事共同企業体の存続期間 

   本工事を請負契約の相手方となった特定建設工事共同企業体については、成立し

てから本工事の請負契約の履行完了後３か月を経過するまで存続すること。また、

本工事の相手方とならなかった特定建設工事共同企業体は、本工事の請負契約が締

結された日までを存続期間とすること。 

 ⑷ 代表構成員の資格要件 

   代表構成員は、次に掲げる要件をすべて満たしていること。 

  ア 津市競争入札参加資格者名簿において土木一式工事及び建築一式工事を希望

業種として登載されている者 

  イ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条に規定する特定建設業の許可（

土木工事業及び建築工事業）を受けている者 

  ウ 三重県、愛知県又は岐阜県内に本店又は支店若しくは営業所等（建設工事の請

負契約を締結する権限を有する者が常駐している事務所をいう。）を有する者 

  エ 審査基準日が平成２２年１０月１日から平成２３年９月３０日までの経営規

模等評価結果通知書・総合評定値通知書に記載の土木一式工事及び建築一式工事

の総合評定値が、１２００点以上の者 

  オ 構成員のうち施工能力及び出資比率が最大の者（出資比率が同等の場合は、施

工能力の大きい者） 

  カ 官公庁等で発注された本工事と同種又は類似工事で、元請として、次の(ア)及

び(イ)の施工実績を有する者（共同企業体による工事の場合は、出資比率が２０

％以上とする。） 

   (ｱ) 埋立容量７２，０００ｍ3 以上の一般廃棄物最終処分場又は埋立容量７２，

０００ｍ3 以上の公共関与産業廃棄物管理型最終処分場の新設工事（いずれも

陸上埋立処分場に限る。以下同じ。） 

   (ｲ) 被覆型の一般廃棄物最終処分場又は被覆型の公共関与産業廃棄物管理型最

終処分場の新設工事（規模は問わない。） 

  キ 本工事の土木の施工現場に次の要件を満たす監理技術者を専任で配置できる

こと。 

   (ｱ) 一級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であり、土木工

事業の監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有すること。 

   (ｲ) 上記⑷カ(ｱ) の施工現場において、現場代理人、主任技術者又は監理技術者

としての実績を有する者。 

  ク 本工事の建築の施工現場に次の要件を満たす監理技術者を専任で配置できる

こと。 

   (ｱ) 一級建築施工管理技士又は一級建築士であり、建築工事業の監理技術者資格



5 

 

者証及び監理技術者講習修了証を有すること。 

  ケ 上記⑷キ及びクに掲げる者は、代表構成員と直接的かつ恒常的な雇用関係にあ

ること。（本件入札に係る入札参加資格審査申請書の提出日において連続３か月

以上直接的な雇用関係にあるものに限る。）また、配置予定の技術者が施工中の

他の工事に従事している場合は、契約する時点で他の工事の完成検査が終了して

いること。 

 ⑸ 第２構成員の資格要件 

   第２構成員は、次に掲げる要件をすべて満たしていること。 

  ア 津市競争入札参加資格者名簿において土木一式工事を希望業種として登載さ

れている者 

  イ 建設業法第３条に規定する特定建設業の許可（土木工事業）を受けている者 

  ウ 本市の区域内に本店を有する者 

  エ 審査基準日が平成２２年１０月１日から平成２３年９月３０日までの経営規

模等評価結果通知書・総合評定値通知書に記載の土木一式工事の総合評定値が、

８５０点以上の者 

  オ 本工事の土木の施工現場に一級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格

を有する者を専任で配置できること。また、配置予定の技術者が施工中の他の工

事に従事している場合は、契約する時点で他の工事の完成検査が終了しているこ

と。 

  カ 上記⑸オに掲げる者は、第２構成員と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。 

（本件入札に係る入札参加資格審査申請書の提出日において連続３か月以上直

接的な雇用関係にあるものに限る。） 

 ⑹ 第３構成員の資格要件 

   第３構成員は、次に掲げる要件をすべて満たしていること。 

  ア 津市競争入札参加資格者名簿において土木一式工事を希望業種として登載さ

れている者 

  イ 建設業法第３条に規定する特定建設業の許可（土木工事業）を受けている者 

  ウ 本市の区域内に本店を有する者 

  エ 審査基準日が平成２２年１０月１日から平成２３年９月３０日までの経営規

模等評価結果通知書・総合評定値通知書に記載の土木一式工事の総合評定値が、

８００点以上の者 

  オ 本工事の土木の施工現場に一級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格

を有する者を専任で配置できること。また、配置予定の技術者が施工中の他の工

事に従事している場合は、契約する時点で他の工事の完成検査が終了しているこ

と。 

  カ 上記⑹オに掲げる者は、第３構成員と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。 
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（本件入札に係る入札参加資格審査申請書の提出日において連続３か月以上直

接的な雇用関係にあるものに限る。） 

 ⑺ 第４構成員の資格要件 

   第４構成員は、次に掲げる要件をすべて満たしていること。 

  ア 津市競争入札参加資格者名簿において建築一式工事を希望業種として登載さ

れている者 

  イ 建設業法第３条に規定する特定建設業の許可（建築工事業）を受けている者 

  ウ 本市の区域内に本店を有する者 

  エ 審査基準日が平成２２年１０月１日から平成２３年９月３０日までの経営規

模等評価結果通知書・総合評定値通知書に記載の建築一式工事の総合評定値が、

８００点以上の者 

  オ 本工事の建築の施工現場に一級建築施工管理技士又は一級建築士を専任で配

置できること。また、配置予定の技術者が施工中の他の工事に従事している場合

は、契約する時点で他の工事の完成検査が終了していること。 

  カ 上記⑺オに掲げる者は、第４構成員と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。 

（本件入札に係る入札参加資格審査申請書の提出日において連続３か月以上直

接的な雇用関係にあるものに限る。） 
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５５５５    落札者選定の概要落札者選定の概要落札者選定の概要落札者選定の概要（予定）（予定）（予定）（予定）    

 ⑴ 審査手順 

   落札者決定における総合評価一般競争入札は、下図に示す手順で実施する。 

 

  

参加資格要件を満たしていない場合

書類不備の場合

確認項目を満たしていない場合

価格確認（予定価格・失格基準価格）

（必要に応じて）低入札価格調査

入札価格の評価

落札者の決定

工事請負契約の締結

工事請負仮契約の締結

入
札
参
加
資
格
審
査

書
類
審
査

総合評価（落札候補者の決定）

技術評価点と価格評価点を合計し、評価値を算出

入札公告

（入札説明書、落札者決定基準書等）

参加資格の確認

（入札参加資格審査申請書類によって審査）

技術提案書等の確認

入札書等に不備がないことを確認

入札（開札・入札金額の確認）

（提出された技術提案書等がすべて揃っていることを確認）

定
量
化
評
価

技術提案書等の評価（ヒアリングを含む）

失　格

失　格

失　格

失　格

契約の内容

に適合した履

行がなされな

いおそれが

あると認めら

れる場合

失　格
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⑵ 審査体制 

発注者は、学識経験者等で構成する技術審査委員会を設置し、専門的知見に基づ

くとともに、公正かつ適正な提案評価を行うこととしている。 

なお、入札参加者及び協力会社が、落札者決定までに技術審査委員会の委員に対

し、落札者選定に関して自己の有利になる目的のために、直接的又は間接的な接触

等の働きかけを行った場合は失格とする。 

⑶ 資格審査 

入札参加者は、競争参加資格確認申請書類を提出し、入札参加資格の有無につい

て、審査を受けるものとする。 

入札に参加する資格の基準日は、入札参加申請書の提出期限の日とする。ただし、

資格審査後、入札結果の公表までの期間及び落札者決定後契約締結までの期間に、

入札者が「４ 入札参加資格（予定）」の資格要件を欠くような事態が生じた場合

には、失格とする。 

⑷ 提案審査 

   提案審査は、あらかじめ本市が定めた落札者決定基準に基づいて審査を行い、落

札候補者を決定する。 

⑸ 総合評価における点数化方法 

ア 総合評価の評価項目及び配点 

総合評価による点数が評価値となるため、その配点及び点数化基準については、

施設の「信頼性」「安全性」に配慮した整備を行うことの必要性、重要性を勘案

し、本工事に対する入札参加有資格者が有するべき技術力及び創意工夫を期待す

る度合いにより設定した。したがって、評価項目は、発注者が入札参加有資格者

の提案に期待している事項であり、配点はその重みを示すものである。 

評価項目及び配点については、表－１のとおりである。なお、各評価項目にお

ける評価基準等の詳細については、別紙１を参照のこと。 
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表－１ 評価項目及び配点 

評 価 項 目 配点 

技術評価 

企業評価項目 
企業の施工能力 7  

50  

地域・社会貢献  5  

技術者評価項目 技術者の能力  3  

技術力評価項目 

総合的なコストに関する事

項 
4  

工事目的物の性能、機能に関

する事項 
12  

社会的要請に関する事項  14  

ヒアリング  5  

価格評価 入札金額に関する事項  50  50  

 100  

 

イ 技術評価における点数化方法 

技術評価における項目毎に評価点を算定し、当該評価点の合計を技術評価点と

する。 

①企業評価項目 

企業（代表構成員）の施工能力（同種工事アの施工実績） 

評価 判断基準 点数化方法 

Ａ 埋立容量90,000㎥以上の実績有り 配点×1.00 

Ｂ 
埋立容量45,000㎥以上、90,000㎥未満の実績有

り 
配点×0.75 

Ｃ 
埋立容量9,000㎥以上、45,000㎥未満の実績有

り 
配点×0.50 

Ｄ 埋立容量9,000㎥未満の実績有り 配点×0.25 

Ｅ 実績無し 配点×0.00 

※ 入札参加者の代表構成員代表構成員代表構成員代表構成員の評価点を算定し、その値を代表構成員の評価

点とする。（少数第３位四捨五入） 

 

企業（第２，第３，第４構成員）の施工能力（公共工事等の施工実績） 

評価 判断基準 点数化方法 

Ａ 実績有り 配点×1.00 

Ｂ 実績無し 配点×0.00 

※ 入札参加者の代表構成員を除く構成員毎代表構成員を除く構成員毎代表構成員を除く構成員毎代表構成員を除く構成員毎に評価点を算定し、その値を各

構成員の評価点とする。（少数第３位四捨五入） 
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地域・社会貢献（ＩＳＯ認証取得） 

評価 判断基準 点数化方法 

Ａ ISO9001とISO14001両方の認証取得有り 配点×1.00 

Ｂ ISO9001又はISO14001いずれかの認証取得有り 配点×0.50 

Ｃ 認証取得無し 配点×0.00 

※ 入札参加者の構成員毎構成員毎構成員毎構成員毎に評価点を算定し、その平均値を当該入札参加者

の評価点とする。（少数第３位四捨五入） 

 

地域・社会貢献（地元業者施工率） 

評価 判断基準 点数化方法 

Ａ 
一次下請額に占める市内本店業者施工率が

70％以上 
配点×1.00 

Ｂ 
一次下請額に占める市内本店業者施工率が

70％未満50％以上 
配点×0.50 

Ｃ 上記以外 配点×0.00 

※ 本評価項目の申請内容については、契約後及び工事完了時に施工体制台

帳、部分下請通知書、下請契約書等により一次下請業者及び一次下請額

を確認します。 

確認の結果、評価のランクが申請内容を下回った場合は不履行とし、ペ

ナルティーの対象とします。 

（評価点は少数第３位四捨五入） 

 

②技術者評価項目 

土木専任技術者（代表構成員）の能力（同種工事イの施工経験） 

評価 判断基準 点数化方法 

Ａ 施工経験有り 配点×1.00 

Ｂ 施工経験無し 配点×0.00 

（評価点は少数第３位四捨五入） 

 

建築専任技術者（代表構成員）の能力（同種工事ウの施工経験） 

評価 判断基準 点数化方法 

Ａ 施工経験有り 配点×1.00 

Ｂ 施工経験無し 配点×0.00 

（評価点は少数第３位四捨五入） 
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技術力評価項目 

提案書類に記載された内容について、標準案に示す条件を上回る部分について、

下表に示す判断基準に基づき、評価に応じて点数を付与する。 

評価 判断基準 点数化方法 

Ａ 当該評価項目において特に優れている 配点×1.00 

Ｂ ＡとＣの中間程度 配点×0.75 

Ｃ 当該評価項目において優れている 配点×0.50 

Ｄ ＣとＥの中間程度 配点×0.25 

Ｅ 当該評価項目において標準案程度である 配点×0.00 

（評価点は少数第３位四捨五入） 

 

ウ 価格評価における点数化方法 

入札金額について、次の算定式により価格評価点を算定する。なお、点数は少

数第３位を四捨五入した値とする。 

価格評価点の算定式 

○ 入札価格≧低入札価格の場合 

価格評価点 ＝ 価格評価配点 ×  

失格基準価格 

失格基準価格＋（低入札価格－失格基準価格）／10＋（入札価格－低入札価格） 

 

○ 入札価格＜低入札価格の場合 

価格評価点 ＝ 価格評価配点 ×  

失格基準価格 

失格基準価格＋（入札価格－失格基準価格）／10 

※ 低入札価格とは、低入札調査基準価格をいう。 

 

エ 評価値の算定方法 

「イ 技術評価における点数化方法」「ウ 価格評価における点数化方法」に

より算定した評価点から、次に示す算定式により、評価値（総合評価点）を算定

する。 

評価値（総合評価点）の算定式 

評価値（総合評価点）＝ 技術評価点 ＋ 価格評価点 
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別紙１ 評価基準等の詳細（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価項目 評価の視点（評価基準） 配点 

技 

術 

評 

価 

①
企
業
評
価
項
目 

企業（代表構成員）の施工能力 

 

【同種工事アの施工実績】※1 

鉄筋コンクリート構造の貯留構造物に覆蓋を

有する最終処分場(※3)の新設工事の施工実績

をその埋立容量により評価する。 

4 

7 

12 

企業（第２構成員）の施工能力 

 

【公共工事等の施工実績】※1 

・鉄筋コンクリート構造物工（コンクリート打

設量400m3以上）を含む工事の施工実績 

・土工（切土又は掘削土量5,000m3以上、若し

くは、盛土又は埋戻土量5,000m3以上）を含

む工事の施工実績 

上記いずれかの施工実績の有無により評価す

る。 

1 

企業（第３構成員）の施工能力 

 1 

企業（第４構成員）の施工能力 

 

【公共工事等の施工実績】※1 

鉄骨造で建築面積600㎡以上の建築物の新築工

事の施工実績の有無により評価する。 

1 

地域・社会貢献 

（ＩＳＯ認証取得） 

 

ＩＳＯの認証取得（ISO9001又はISO14001）の

有無により評価する。 1 

5 
地域・社会貢献 

（地元業者施工率） 

 

一次下請額に占める市内本店業者施工率によ

り評価する。なお、地元業者施工率の算定は次

の式による。 

地元業者施工率＝（一次下請に占める市内本

店業者施工額／一次下請総額）×100 

 〔少数点以下切り捨て〕 

4 

②
技
術
者
評
価
項
目 

土木専任技術者（代表構成員）の

能力 

 

【同種工事イの施工経験】※2 

埋立容量9万m3以上の最終処分場(※3)の新設

工事に主任技術者、監理技術者又は現場代理人

として携わった施工経験の有無により評価す

る。 

2 

3 3 
建築専任技術者（代表構成員）の

能力 

 

【同種工事ウの施工経験】※2 

被覆型最終処分場(※3)の覆蓋施設（規模は問

わない）の新築工事に主任技術者、監理技術者

又は現場代理人として携わった施工経験の有

無により評価する。 

1 
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別紙１ 評価基準等の詳細（２） 

※1：施工実績は、コリンズに登録されている工事で、平成１４年４月１日から入札公告日まで

の間に施工が完了し、かつ、引渡しが済んでいる公共工事等の元請として、単独もしくはＪ

Ｖ構成員（出資比率20％以上に限る）の実績について評価します。 

※2：施工経験は、コリンズに登録されている工事で、平成１４年４月１日から入札公告日まで

の間に施工が完了し、かつ、引渡しが済んでいる同種工事の元請として、単独もしくはＪＶ

構成員（出資比率20％以上に限る）のコリンズに登録されている監理技術者、主任技術者又

は現場代理人として携わった実績について評価します。 

なお、主任技術者あるいは監理技術者としての実績は、対象となる工事の契約日から完成

日までの期間において、完成日を含む２分の１以上の連続した期間に従事した実績を対象と

します。 

また、現場代理人としての実績については、対象となる工事の契約日に以下の条件を満足

する者であって、かつ、全工事期間中、工事に従事した者を対象とします。 

【同種工事イの施工経験】 

一級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であり、土木工事業の監理

技術者資格者証及び監理技術者講習終了証を有する者。 

評価項目 評価の視点（評価基準） 配点 

技 

術 

評 

価 

③
技
術
力
評
価
項
目 

総合的なコス

トに関する事

項 

提案① 

 

施設完成後の維持管理費のコスト縮減や施設

の早期安定化につながる資材・材料、施工方法

等に係る有効な提案があれば評価する。ただ

し、提案②、③及び④に係るものは除く。 

4 4 

35 

工事目的物の

性能、機能に関

する事項 

提案② 

 

土工において地盤沈下、切土盛土及び崩壊対策

について評価する。 
4 

12 

提案③ 

 

貯留構造物のコンクリートの水密性の向上、ひ

び割れ抑制対策、打ち継ぎ処理対策等、コンク

リートの品質確保の方法について評価する。 

4 

提案④ 

 

側壁部及び底部の遮水シート及び漏水検知シ

ステムの材質、工法及び施工方法について評価

する。 

4 

社会的要請に

関する事項 

提案⑤ 

 

施工場所及び施工場所近隣の集落に対する環

境対策、防災対策等について評価する。 
4 

14 
提案⑥ 

 

工事を遅延無く、確実に行うための施工手順、

施工方法及び工程計画等の施工計画について

評価する。 

5 

提案⑦ 

 

地元企業（雇用）、地元資材等の活用への取り

組みを評価する。なお、地元とは津市をいう。 
5 

ヒアリング 配置予定技術者（代表構成員の土木専任技術者

及び建築専任技術者）に対してヒアリングを実

施し、工事への取組姿勢及び質疑の応答性につ

いて評価する。 

5 5 

技術評価点 計 50 
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【同種工事ウの施工経験】 

一級建築施工管理技士又は一級建築士であり、建築工事業の監理技術者資格者証及び監

理技術者講習終了証を有する者。 

※3：最終処分場とは、一般廃棄物最終処分場又は公共関与産業廃棄物最終処分場（いずれも陸

上埋立処分場に限る。公共関与産業廃棄物最終処分場は安定型を除く。）をいいます。 

 

 

 


